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ESGの知名度が初の５割超

ESG物件の価格上昇許容度 許容層は高付加価値傾向

環境関連法令・諸制度変更 認知度・良い影響ともに向上
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ESGの知名度が初の５割超

「ESG」という言葉を聞いたことがある 初の５割超となる51.3％
企業のESG推進によって株価に直接的な影響が出るとは考えていないようす

不動産投資家のESG意識高まる

グローバル都市不動産研究所では、全国の投資

用不動産所有者400人に、不動産投資のESGに関

わる意識調査を行いました。この調査は、2021

年から実施しており、今回が５回目です。

1

①ESGの知名度

そもそも「ESG」という言葉を聞いたことがあ

るかを尋ねた結果、聞いたことが「ある」は

51.3％でした。前年の47.5％から７ポイント強増

加し、初めて半数を超えました。

調査概要

■調査方法：インターネット調査

■調査期間：2025年1月22日~29日

■調査対象：投資用不動産保有者 400人

・年代 20代32人、30代150人、40代150人、

50代34人、60代34人

・職業 経営者・役員14人、会社員247人、

公務員21人、自営業・自由業31人、

専業主婦・主夫39人、パート・アル

バイト28人、その他20人

・年収 500万円未満113人、

500万円以上1,000万円未満169人、

1000万円以上97人、無回答21人

あなたは、「ESG」という言葉を聞いたことが
ありますか？

聞いたこと「ある」初の５割超

33.8%

41.0%

47.5%

44.0%

51.3%

66.3%

59.0%

52.5%

56.0%

48.8%
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は、短期的なリスク・リターンではなく、中長

期なリスク・リターンや、投資の環境・社会へ

の影響を考慮するものだと知っている」は48.8%

と半数を割り、中長期的な時間軸や社会的な影

響範囲に関する理解や認識は比較的伸びしろが

大きいといえるでしょう。また、ESGという語

句のみを認知しており、知識・理解がない層は

約９%弱となりました。

あなたがESGについて、以下の中から知っていることをすべてお知らせください。（複数選択可）

ESGについて知識・理解あり９割強

56.6%

55.6%

48.8%

8.8%

2.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

環境・社会・ガバナンスの略語だということを知っ…

企業等がESGの枠組みで情報を開示し、投資家が投資…

ESGに関する投資家の判断・評価は、短期的なリス…

名前を聞いたことがあるだけで、内容はよく分から…

あてはまるものはない

環境・社会・ガバナンスの略語だということを
知っている

企業等がESGの枠組みで情報を開示し、投資家が
投資判断・評価に用いるものだと知っている

ESGに関する投資家の判断・評価は、短期的な
リスク・リターンではなく、中長期なリスク・リターン

や、
投資の環境・社会への影響を考慮するものだと知っている

名前を聞いたことがあるだけで、内容はよく分からない

あてはまるものはない

②ESGに対する理解度

「ESG」という言葉を聞いたことがあると回答

した人に対し、その内容の理解度として、ESG

について知っていることを複数回答で尋ねまし

た。「環境・社会・ガバナンスの略語だという

ことを知っている」と「企業等がESGの枠組み

で情報を開示し、投資家が投資判断・評価に用

いるものだと知っている」は共に56％前後でし

た。一方、「ESGに関する投資家の判断・評価

③投資活動におけるESGへの意識

「ESG」という言葉を聞いたことがあると回答

した人に対し、投資活動の中でESGを意識して

いるかどうかを尋ねました。この結果、「時々

意識している」が36.6％で最多となり、次いで

「常に意識している」の31.1%と合わせ、７割弱

がESGを念頭においた投資を行っていることが

わかります。他方、「全く意識していない」は

１割を下回り、内容理解の深度を問わず、そも

そもESGの語を認知しているかどうかが日頃の

投資活動における意識に影響するものといえる

でしょう。

あなたは投資活動の中で、ESGを意識していますか。

31.7% 36.6% 22.4% 9.3%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

常に意識している 時々意識している あまり意識していない 全く意識していない

約７割がESGを意識して投資
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⑤投資先のESG情報の取得方法

「ESG」という言葉を聞いたことがあると回答

した人に対し、投資先のESG情報をどのように

取得しているかを複数回答で尋ねました。この

結果、「専門メディアやレポート」（62.9％）

と「企業のIR資料やサステナビリティ報告書」

（61.7％）が共に６割超となりました。次いで

「証券会社からの情報提供」が約43％、「投資

関連のSNSやブログ」が約26％となっていて、

「個人調査や企業への問い合わせ」は8.6%にと

どまっています。

投資先のESGに関する情報は、株式評価機関や

投資関連媒体等の第三者によるものと、企業・

団体自らが開示・発信するものが概ね同程度の

質・量で取得されているといえるでしょう。ま

た、投資家が証券会社による発信情報にも目を

通していることがうかがえます。

62.9%

60.0%

42.9%

26.4%

8.6%

0.7%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

専門メディアやレポート

企業のIR資料やサステナビリティ報告書

証券会社からの情報提供

投資関連のSNSやブログ

個人調査や企業への問い合わせ

その他

あなたは投資先のESG情報をどのように取得していますか？
あてはまるものをすべてお知らせください。（複数選択可）

投資家の６割 投資先の開示と第三者による発信の双方から情報収集

④ESG対応企業に感じるメリット

「ESG」という言葉を聞いたことがあると回答

した人に対し、ESG対応が優れている企業に対

して感じるメリットを複数回答で尋ねました。

この結果、「社会的意義が高いと感じる」が

58.5％で最多となり、「長期的な安定成長が期

待できる」が45.9％、「投資リスクが低いと感

じる」が32.7％、「ブランド価値が向上してい

る」が27%弱と続いています。一方、「株価の

持続的な上昇が期待できる」は約12％で、唯一

１割台にとどまっています。ESG対応が評価さ

れる企業には、直近での株価収益向上に対する

期待はさほど高くないながら、企業活動として

の社会性の高さが安定経営や将来的な成長に繋

がる要素が感じられているものとうかがえま

す。

ESG対応が優れている企業に対して、どのようなメリットを感じますか？（複数選択可）

58.5%

45.9%

32.7%

26.8%

12.2%
2.4%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

社会的意義が高いと感じる

長期的な安定成長が期待できる

投資リスクが低いと感じる

ブランド価値が向上している

株価の持続的な上昇が期待できる

その他

ESG対応企業社会的な意義の高さが主な魅力
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⑥ESG対応企業において重視するポイント

「ESG」という言葉を聞いたことがあると回答

した人に対し、ESG対応が進んでいる企業につ

いてどの要素を特に重視するか複数回答で尋ね

ました。この結果、「社会貢献」が59.0%で、

「環境対応」の57.6%をわずかに上回り最多とな

りました。対して「ガバナンス」は37.6%と、両

者より20ポイント低くなっています。投資判断

においてESGを一定以上意識している層にとっ

ては、企業のS（社会貢献）とE（環境対応）の

取り組みの重要度が高いことがうかがえます。

同時に、これら二つの領域に比べG（ガバナン

ス）の取り組みや開示情報の質・量について

は、各企業が独自性を打ち出しにくい状況にあ

るともいえるでしょう。

⑦不動産のESG投資の認知度

ESGとは別に、「不動産のESG投資」の認知を

尋ねました。「知っていた」は30.0％で、前年

に続き微減しました。ESGの語自体の認知度が

増加している点とは対照的です。なお「不動

産」と「ESG」の両語を合わせて報道する新聞

記事数は、2021年をピークに減少しています。

以下について、あなたはご存知でしたか。
『企業・団体等への投資ではなく、不動産投資において、リスク・リターンだけでなく、環境・社会への好悪
の影響を考慮することを「不動産のESG投資」と言います』

不動産のESG投資「知っていた」２年連続微減 ESGの認知とは対照的

24.3%

30.5%

33.0%

31.5%

30.0%

75.8%

69.5%

67.0%

68.5%

70.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2021年

2022年

2023年

2024年

2025年

知っていた 知らなかった

02
ESG物件の価格上昇許容度 許容層は高付加価値傾向

「不動産のESG投資」の注目度は低下傾向
ESG物件の価格上昇 ５~６％は許容が最多

59.0%

57.6%

37.6%

2.0%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

社会貢献（地域社会への支援、ダイバーシティ推進…

環境対応（CO2削減、再生可能エネルギー活用など）

ガバナンス（経営の透明性、役員報酬の適正化など）

その他

社会貢献
（地域社会への支援、ダイバーシティ推進など）

環境対応
（CO2削減、再生可能エネルギー活用など）

ガバナンス
（経営の透明性、役員報酬の適正化など）

その他

ESG対応が進んでいる企業について、どの要素を特に重視しますか？
あてはまるものをすべて選んでください。（複数選択可）

約６割が社会貢献・環境対応重視
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⑧不動産のESG投資で重要だと思う分野

不動産のESG投資の認知有無を問わず、どのよ

うな分野で重要だと思うかを複数回答で尋ねま

した。この結果、「健康性・快適性」が48.3%で

トップ、次いで「気候変動への対応」が40％、

「地域社会・経済への寄与」「災害への対応」

が約30％となりました。2024年までの調査で

は、別の設問で「『不動産のESG投資』が投資

先を判断する材料・要素として重要だと思う」

と答えた人のみを回答対象としていたため割合

の単

純比較はできませんが、各項目の順位は前年と

同様になっています。

なお、これまで「災害への対応」の割合は「地

域社会・経済への寄与」より５ポイント以上低

かったのに対し、今回は1.8ポイントと肉薄して

います。コロナ禍において、テレワークや地方

移住の促進で上昇した地方創生の機運が一段落

したこと、年々多様化・甚大化が著しい災害へ

の対応意識が高まっていることがうかがえま

す。

「健康性・快適性」が２年連続トップ

災害の多様化・甚大化を背景に、防災対応物件への関心も高まる

48.3%

40.0%

31.8%

30.5%

16.8%

13.8%

21.0%

50.6%

49.1%

45.7%

39.1%

20.2%

14.9%

6.8%

44.2%

47.1%

42.9%

37.7%

24.5%

17.4%

6.1%

48.8%

42.2%

47.9%

40.9%

23.8%

16.8%

7.3%

41.8%

47.6%

51.7%

33.9%

22.9%

15.8%

7.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

健康性・快適性の向上（例：防湿・防音、抗菌・非

接触、緑化・照明など快適さを増すデザイン性等）

気候変動への対応（例：省エネ性能、再生可能エネ

ルギー利用、ゴミ排出抑制機能、建材・廃材のリサ

イクル等）

地域社会・経済への寄与（例：空き家・空き店舗の

再生、近隣を巻き込んだ再開発等）

災害への対応（例：地震対策、台風・水害対策等）

超少子高齢化への対応（例：保育所設置、ヘルスケ

ア施設やクリニック併設等）

不動産を提供する企業・ファンドの適格性（法令順

守、経営能力等）

あてはまるものはない・わからない

2025年 2024年 2023年 2022年 2021年

健康性・快適性の向上
（例：防湿・防音、抗菌・非接触、緑化・照明など

快適さを増すデザイン性等）

気候変動への対応
（例：省エネ性能、再生可能エネルギー利用、ゴミ

排出抑制機能、建材・廃材のリサイクル等）

地域社会・経済への寄与
（例：空き家・空き店舗の再生、近隣を巻き込んだ

再開発等）

災害への対応
（例：地震対策、台風・水害対策等）

超少子高齢化への対応
（例：保育所設置、ヘルスケア施設やクリニック

併設等）

不動産を提供する企業・ファンドの適格性
（法令順守、経営能力等）

あてはまるものはない・わからない

※

※2021～2024年は「『不動産のESG投資』が投資先を判断する材料・要素として重要だと思う」と答えた人のみが回答対象

「不動産のESG投資」は、特にどのような分野が重要だと思いますか。
あてはまるものをすべてお知らせください。
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⑨ESG投資を意識する物件

不動産のESG投資の重要度を問わず、どのような

物件ならESG投資を意識するか複数回答で尋ねま

した。

この結果、「ワンルーム区分マンション」が

37.3％で最多、「ファミリー向け区分マンショ

ン」が30.8%、「一棟マンション」が25.8％で次

ぎました。前問と同じく2024年までと調査条件が

異なるため割合の単純比較はできないものの、

トップは前年と同様ながら「一棟マンション」 は

「ファミリー向け区分マンション」 と順位が入れ

替わり、「戸建て」にも肉薄されています。

また、非レジデンスでは「商業施設」と「ホテ

ル」が13％前後と比率が高くなっており、過去最

高を記録した訪日外国人客を中心とする観光消費

の活性化を背景に、ESG投資のインパクトを期待

する意向があると考えられます。

※

37.3%

30.8%

25.8%

25.3%

18.5%

13.3%

13.3%

12.0%

11.5%

10.5%

10.5%

9.9%

7.0%

4.0%

3.0%

38.3%

32.2%

33.9%

29.8%

25.1%

15.9%

10.3%

8.3%

11.2%

13.3%

3.2%

8.8%

3.5%

2.9%

0.9%

40.0%

29.7%

27.9%

20.6%

22.6%

10.3%

12.4%

8.2%

11.2%

8.8%

9.1%

7.4%

4.1%

4.4%

42.2%

32.6%

29.0%

20.5%

21.4%

9.4%

6.7%

8.8%

8.2%

7.0%

6.2%

10.3%

2.9%

3.2%

32.4%

27.3%

30.6%

23.4%

23.4%

11.1%

8.1%

6.3%

7.8%

7.5%

3.0%

6.3%

0.9%

0.9%

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45%

ワンルーム区分マンション

ファミリー向け区分マンション

一棟マンション

戸建て

一棟アパート

賃貸併用住宅

商業施設

ホテル

事務所・店舗

一棟ビル

物流・倉庫

シェアハウス

データセンター

海外不動産

その他

2025年 2024年 2023年 2022年 2021年

どのような物件であれば「不動産のESG投資」を意識しますか。
あてはまるものをお知らせください。

ファミリー向け区分マンション・戸建て投資でもESG意識広がる

商業施設とホテルの伸びは活発化の目立つ観光消費が背景か

※2021～2024年は「『不動産のESG投資』が投資先を判断する材料・要素として重要だと思う」と答えた人のみが回答対象

賃貸併用住宅
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⑩ESG対応物件の購入額

不動産のESG投資の重要度を問わず、 ESG対応

を進めている物件について、購入額の増額に対

する意識を尋ねました。

「意識はするが、購入費用に差が出ることは許

容できない」の回答比率は31.3%で、約７割が増

額を許容する結果となりました。許容する層が

前年比で約１割減少しましたが、これは前問ま

でと同じく、不動産のESG投資を重視しない層

を回答者に含むという調査条件が影響したと考

えられます。

なお、増額を許容する層のみに着目すると、 前

年は「3～4%」の回答比率がトップだったのに

対し、今回は「5～6%」が最多となっていま

す。加えて、比率は少ないながら「11％以上」

の割合も５年連続微増しています。

不動産のESGを重視する層においては、ESG対

応物件に対する投資額増加の許容幅が、年々広

がっているものと読み取れるでしょう。

ESG物件購入費用増額68.8％が許容

（回答比率は少ないが「11％以上」が年々増加）

28.2%

27.6%

23.2%

19.8%

31.3%

15.9%

19.4%

15.3%

16.2%

9.5%

21.6%

20.5%

24.1%

29.8%

19.8%

22.8%

20.8%

21.8%

21.8%

22.0%

6.0%

4.4%

10.0%

7.1%

8.5%

3.6%

5.6%

2.9%

2.4%

5.5%

1.8%

1.8%

2.6%

2.9%

3.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

2021年

2022年

2023年

2024年

2025年

意識はするが、購入費用に差がでることは許容できない

1～2％

3～4％

5～6％

7～8％

9～10％

11％以上

76.7％

許容する
（計）

72.4％

71.7％

80.2％

68.8％

※2021～2024年は「『不動産のESG投資』が投資先を判断する材料・要素として重要だと思う」と答えた人のみが回答対象

立地・用途等の条件が同じで、「ESG対応を進めている不動産物件」と「そうではない不動産物件」
があったとします。
ESG対応をしていない不動産物件と比較して、ESG対応を進めている不動産物件が増額する場合、
どの程度であれば許容できますか。
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03
環境関連法令・諸制度変更 認知度・良い影響ともに向上

環境関連法令・諸制度の変更 認知度が向上
変更によって「運用に良い影響」 51.3％

⑪不動産の環境対応の法令・制度変更認知

住宅・非住宅の環境に関わる法令・諸制度の変

更について、当面の主な動きをいくつか提示

し、変更された、ないし今後されることを知っ

ているか尋ねました。

前年同様、各キーワードともにおおよそ４～５

割が認知していました。認知している割合の増

加幅が最も大きいのは、2025年4月の新築物件に

対する省エネ基準適合の義務付けで、3.2ポイン

ト増となりました。なお義務化以降は、建築主

は建築確認時に適合性審査を受け、基準に合致

していないと着工できなくなるため、投資家に

対する影響は比較的大きいといえるでしょう。

一方で省エネ性能ラベル表示の努力義務化は、

昨年4月にすでに開始されているものの、認知層

は前年比0.7ポイント増で半数にとどまっていま

す。新築住宅の省エネ性能の政府目標も、認知

層は前年比0.8ポイントの微増でした。

44.8%

48.0%

55.3%

52.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2024年

2025年

49.3%

50.0%

50.8%

50.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2024年

2025年

知っている 知らなかった

2024年4月から、住宅・建築物を販売・賃貸する事業者に、省エネ性能ラベルの表示が
努力義務になったこと
※2024年調査「～努力義務になること」

2025年4月以降に着工するすべての新築住宅・非住宅（規模を問わない）に省エネ基準
適合が義務付けられること

+ 0.7ポイント

+ 3.2ポイント

41.0%

41.8%

59.0%

58.3%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2024年

2025年

2030年度以降の新築住宅は、ZEH水準の省エネ性能が確保されることを政府が目指して
いること

+ 0.8ポイント

不動産の環境対応の法令・制度変更４割前後が認知
省エネ基準適合義務化着工や完成時期への影響が大きく周知進む

あなたは、住宅・非住宅の環境に関する以下の法令・諸制度の変更についてご存じですか。
知っているものを選んでください。
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住宅・非住宅の環境に関わる法令・諸制度の変

更について、知っているかどうかを問わず、こ

うした変更が不動産投資の運用に影響を与える

と思うかを尋ねました。

この結果、各キーワードともに、55%前後が

「良い影響を与える」（「とても良い影響を与

えると思う」「良い影響を与えると思う」の合

計）と回答し、半数以上がポジティブにとらえ

ていることが分かりました。また、いずれの

キーワードについても、ポジティブにとらえて

いる層は前年比で4.5ポイント前後増加していま

す。

投資家においては、法令・制度の認知や変更内

容の理解には未だ伸びしろが大きいといえるも

のの、認知拡大に伴い投資家の影響度評価も向

上が進み、環境対応物件に対する投資を後押し

すると考えられるでしょう。

19.0%

24.3%

33.8%

31.8%

41.5%

39.3%

4.3%

4.3%

1.5%

0.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2024年

2025年

とても良い影響を与えると思う 良い影響を与えると思う どちらとも言えない

悪い影響を与えると思う とても悪い影響を与えると思う

15.8%

20.5%

37.3%

37.0%

42.0%

37.3%

2.8%

4.3%

2.3%

1.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2024年

2025年

15.3%

17.0%

35.5%

37.8%

42.3%

40.3%

4.8%

4.0%

2.3%

1.0%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2024年

2025年

あなたは、前問の法令・諸制度の変更について、ご自身の投資用不動産の運用にどのような影響を
与えると思いますか。
あてはまるものをすべて選んでください。（それぞれ１つずつ選択）

2024年4月から、住宅・建築物を販売・賃貸する事業者に、省エネ性能ラベルの表示が
努力義務になったこと
※2024年調査「～努力義務になること」

2025年4月以降に着工するすべての新築住宅・非住宅（規模を問わない）に省エネ基準
適合が義務付けられること

2030年度以降の新築住宅は、ZEH水準の省エネ性能が確保されることを政府が目指して
いること

57.5％

良い影響
（計）

53.1％

54.8％

52.8％

56.1％

良い影響
（計）

50.8％

良い影響
（計）

+ 4.7ポイント

+ 4.4ポイント

+ 4.0ポイント

不動産の環境対応の法令・制度変更

「良い影響を与える」約55%
前年から増加

⑫環境関連法令・制度変更の投資への影響度
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都市政策の第一人者 市川宏雄所長による分析結果統括

「ESG」の知名度は51.3％に増加し、調査開始以来初の半数超え
ESG対応物件への投資の意味が定着しつつある

10

ESGの知名度が前年の47.5％から51.3％に

増加し、初めて半数を超えました。

「環境・社会・ガバナンスの略語だという

ことを知っている」と「企業等がESGの枠組

みで情報を開示し、投資家が投資判断・評価

に用いるものだと知っている」は共に5割を

超える回答でした。さらに、７割弱がESGを

念頭においた投資を行っていることも判明し

ました。

ESG対応が優れている企業に対して「社会

的意義が高い」、「長期的な安定成長が期待

できる」と感じています。特に重視するの

が、企業の「社会貢献（S)」と「環境対応

（E) 」で、「ガバナンス（G)」をはるかに上

回りました。また、投資先のESG情報は、

「証券会社からの情報提供」よりも、「専門

メディアやレポート」と「企業のIR資料やサ

ステナビリティ報告書」が多くなっていま

す。

ところが、不動産のESG投資についての認

知度は約３割と下がります。不動産のESG投

資で重要な分野は、５割弱の回答が「健康

性・快適性」で、これに「気候変動への

対応」、「地域社会・経済への寄与」、

「災害への対応」と続き約３割となります。

ESG投資を意識する物件は何かの問いに

は、約３分の１が「ワンルーム区分マンショ

ン」と答えていますが、その比率は年々下

がっています。

ESG対応物件の購入額の増額について、７

割弱が許容していますが、５年間で過去最低

となっています。ただし、増額を許容する層

のみに限ってみると許容幅が１％上がってお

り、 ESGの必要性が認識される比率が上がれ

ば、増額受け入れが進むことが予想されま

す。

不動産の環境関連法令や諸制度の変更につ

いての認知度も上がってきています。省エネ

性能ラベルの表示が努力義務、省エネ基準適

合が義務化、むこう５年でZEH水準の省エネ

性能の確保を政府が目指していることなど、

こうしたことが良い影響を与えると考える人

の回答が約55％となっています。

今回が５回目の調査ですが、 ESG対応物件

への投資の意味が定着しつつ、そのための対

価を払うことの覚悟も芽生えつつありそうで

す。



取材可能事項

本件に関して、下記２名へのインタビューが可能です。
ご取材をご希望の際は、グローバル・リンク・マネジメントの経営企画室広報担当まで
お問い合わせください。

会社概要

会社名 ：株式会社グローバル・リンク・マネジメント
会社HP ：https://www.global-link-m.com/
所在地 ：東京都渋谷区道玄坂1丁目12番1号渋谷マークシティウエスト21階
代表者 ：代表取締役社長 金大仲
設立年月日 ：2005年3月
資本金 ：5億82百万円（2024年12月末現在）
業務内容 ：不動産ソリューション事業（投資用不動産の開発、販売、賃貸管理）
免許登録 ：宅地建物取引業東京都知事(4)第84454号

賃貸住宅管理業国土交通大臣（01）第0001837号
不動産特定共同事業東京都知事第114号

【本件に関する報道関係の皆様からのお問合わせ先】
株式会社グローバル・リンク・マネジメント 経営企画室：近藤・志田

TEL：03-6821-5944 MAIL：glmirinfo@global-link-m.com

・氏名 ：市川宏雄（いちかわ ひろお）
・生年月日 ：1947年 東京生まれ（77歳）
・略歴 ：早稲田大学理工学部建築学科、同大学院修士課程、
博士課程（都市計画）を経て、カナダ政府留学生として、カナダ都市
計画の権威であるウォータールー大学大学院博士課程（都市地域計
画）を修了（Ph.D.）。一級建築士。
世界の都市間競争の視点から大都市の将来を構想し、東京の政策には
30年間にわたり関わってきた東京研究の第一人者。
現在、明治大学名誉教授、日本危機管理防災学会・会長、日本テレ
ワーク学会・会長、大都市政策研究機構・理事長、日本危機管理士機
構・理事長、森記念財団都市戦略研究所・業務理事、町田市・未来づ
くり研究所長、Steering Board Member of Future of Urban 
Development and Services Committee, World Economic Forum（ダ
ボス会議）in Switzerlandなど、要職多数。

・氏名 ：金大仲（きむ てじゅん）
・役職 ：株式会社グローバル・リンク・マネジメント

代表取締役社長
・生年月日 ：1974年 横浜生まれ（50歳）
・略歴 ：神奈川大学法学部法律学科卒業。新卒で金融機関
に入社。その後、家業の飲食店を経て大手デベロッパー企業に転職
し年間トップセールスを達成。そこでの経験を経て30歳の時に独立
し、グローバル・リンク・マネジメントを設立。
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